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令和元年度実施協働推進事業　申請事業及び評価一覧
（29年度に市民活動推進委員会が実施した評価結果）
令和元年度実施（２年目として実施する事業） 協働推進事業の評価

行政提案型　１

実施相当

評価点数
必須項目②

事業テー
マ・概要
(市民ニー
ズ)

事業テー
マ・概要
(課題解決)

事業テー
マ・概要
(市民満足
度)

協働の効果 団体の能力

3.81 3.22 3.58 3.89 3.78 3.78 3.22 3.67 3.56 3.33 3.44

事業概要

　平成３１年１月に開設予定の「（仮称）茅ヶ崎公園体験学習施設」２階の「はまかぜ菜園」
及び「植栽エリア」を市民活動団体等と協働し管理運営する事業。
　菜園の管理をとおして、市民活動団体と協働することで多世代交流や多様な特性を持っ
た人たちが交流できる直接的な効果に加え、地域の活性化などの地域社会への間接的
な効果をもたらし、さまざまな相乗効果が地域社会に広がっていくことを目指す。

市民活動推進委員会
評価コメント

　「農」をテーマに、体験学習を通じて、子どもと大人がほどよい関係性を築きな
がら、新しい施設の可能性を高める事業として評価します。
　提案団体の持つ専門性を発揮しながら、施設への愛着が育まれる事業を実
施していただくことを期待します。
　一方で、企画提案書では、活動内容について抽象的な表現にとどまっている
部分が見受けられます。来年4月からの事業実施に向けて市担当課と検討す
る協定書の作成に合わせて、事業の具体性を高めてください。
　なお、収支予算については、人件費等について支出の透明性を確保するた
めにも、日々の業務内容記録や有償スタッフの活動記録などを業務日報や作
業日報として残し、実績を期末評価時に報告してください。
　公共事業として事業の内訳（積算根拠）を見たときに内容が明らかになるよう
詳しく記入してください。予算の執行にあたっては、日報や実績等に基づき適切
に支出し、期末評価時に報告いただく収支決算に応じて精算することを前提と
してください。

必須項目①
の平均点

必須項目②
の点数

全評価項目
の平均点

必須項目①

市民活動
としての
特性

事業の具
体性・実現
の可能性

収支計画書 事業の発展性

事業名 （仮称）茅ヶ崎公園体験学習施設「はまかぜ菜園」等管理運営事業

実施団体:担当課 半農半ｘを楽しむ会：青少年課

参考資料　協働



行政提案型　２

実施相当

評価点数
必須項目②

事業テー
マ・概要
(市民ニー
ズ)

事業テー
マ・概要
(課題解決)

事業テー
マ・概要
(市民満足
度)

協働の効果 団体の能力

3.52 3.56 3.38 3.78 3.22 3.56 3.56 3.44 3.44 2.78 3.22

市民活動推進委員会
評価コメント

　図書館書庫に眠る郷土資料に着目し、広く市民や関心をもつ利用者の目に
触れる機会を提供するため、活用に向けた仕組みの開発や運用に取り組むこ
とは、意義があると考えます。
　また、提案団体が持つ他の図書館事業などの経験を活かしながら、茅ヶ崎市
図書館に愛着を持つファンが増える取組であると評価します。
　テーマを取り上げる際には、市関係各課、あるいは、必要に応じ、他自治体
等との連携を高めていただくことに留意しながら、事業を実施していただくこと
に期待します。
　一方で、事業展開によっては、事業ボリュームの拡大などが予測されます。
来年4月からの事業実施に向けて、市担当課と検討する協定書の作成に合わ
せて、日程や予算配分などを吟味し、事業を推進してください。
　なお、収支予算については、人件費等について支出の透明性を確保するた
めにも、日々の業務内容記録や有償スタッフの活動記録などを業務日報や作
業日報として残し、実績を期末評価時に報告してください。
　公共事業として事業の内訳（積算根拠）を見たときに内容が明らかになるよう
詳しく記入してください。予算の執行にあたっては、日報や実績等に基づき適切
に支出し、期末評価時に報告いただく収支決算に応じて精算することを前提と
してください。

必須項目①
の平均点

必須項目②
の点数

全評価項目
の平均点

必須項目①

市民活動
としての
特性

事業の具
体性・実現
の可能性

収支計画書 事業の発展性

事業名 郷土資料デジタルライブラリー推進事業

実施団体:担当課 特定非営利活動法人湘南ふじさわシニアネット：図書館

事業概要

　郷土資料をはじめとする貴重な資料の閲覧は場所と機会が限られ、利用による破損も
懸念される。これらの資料をデジタル化し、見える化することで保存と利用の両立を達成
する事業。また、事業をとおして、地域に密着し、市民を巻き込んだ活動への発展をねら
う。
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